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温室効果ガスの排出状況と将来予測 
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1. 北区における温室効果ガス排出量の現状

1.1. 温室効果ガス排出量の算定根拠

北区における温室効果ガス排出量は、オール東京 62 市区町村共同事業「みどり東京・

温暖化防止プロジェクト」の「特別区の温室効果ガス排出量（1990年度～2014年度）

（平成29年3月）」により把握を行っています。 

（1）二酸化炭素

二酸化炭素は、物の燃焼や電気の使用などから発生します。 

産業、家庭、業務、運輸部門ではエネルギー消費量に二酸化炭素排出係数を乗じること

により算出します。また、一般廃棄物では廃棄物発生量を根拠に算定します。 

表 1-1 算定方法の概要

部門 電力・都市ガスの算定方法 
電力・都市ガス以外の 

エネルギーの算定方法 

産業 

農業 都全体の農家一戸当たりの燃料消費量に活動量（農家数）を乗じる。 

建設業 都全体の建設業燃料消費量を建築着工床面積で按分。 

製造業 

■電力：「電力・都市ガス以外」

と同様に算出。 

■都市ガス：工業用都市ガス供 

給量を計上。 

都全体の製造業の業種別燃料消費量を区

内の業種別製造品出荷額で按分。 

家庭 

■電力：従量電灯、時間帯別電 

   灯、深夜電力を推計し積算。 

■都市ガス：家庭用都市ガス供  

   給量を計上。 

LPG、灯油について、世帯当たり支出（単

身世帯、二人以上世帯を考慮）に、単価、

世帯数を乗じ計上。なお、LPGは都市ガ

スの非普及エリアを考慮。 

業務 

■電力：区内供給量のうち他の 

  部門以外を計上。 

■都市ガス：商業用、公務用、 

   医療用を計上。 

都の建物用途別の床面積当たり燃料消費

量に区内の床面積を乗じることにより算

出。床面積は、固定資産の統計、東京都の

公有財産等の統計書や、国有財産等資料か

ら推計。 

運輸 

自動車 － 
東京都で算出した二酸化炭素排出量を基

とする。 

鉄道 

鉄道会社別電力消費量を、鉄道会

社別駅別乗降者人員で按分し算

定。 

貨物の一部を除き、都内にディーゼル機関

は殆どないため、算定の対象としない。 

その他 
一般 

廃棄物 
－ 廃棄物発生量を根拠に算定。 
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（2）メタン 

メタンは燃料や廃棄物の燃焼、下水処理などから発生します。 

表 1-2 算定方法の概要

部門 算定方法 

産業 
表 1-1に示した「エネルギー源別エネルギー消費量」に「排出係数」を乗じ

て算出。 

業務 
表 1-1に示した「エネルギー源別エネルギー消費量」に「排出係数」を乗じ

て算出。 

運輸 自動車 「車種別走行量」に排出係数を乗じて算出。 

その他 

排水 

■産業排水の処理：23区全体の産業排水中の有機物量を区内の産業分 

  類別従業員数で按分。 

■生活商業排水の処理：都内の終末処理場からのメタン排出量を、区内の 

  の上水の使用量で按分。 

一般 

廃棄物 
都内の一般廃棄物焼却に伴うメタン排出量を区内のごみ収集量で按分。 

（3）一酸化二窒素

一酸化二窒素は燃料や廃棄物の燃焼、下水処理などから発生します。 

表 1-3 算定方法の概要

部門 算定方法 

産業 
表 1-1に示した「エネルギー源別エネルギー消費量」に「排出係数」を乗じ

て算出。 

業務 
表 1-1に示した「エネルギー源別エネルギー消費量」に「排出係数」を乗じ

て算出。 

運輸 自動車 「車種別走行量」に排出係数を乗じて算出。 

その他 

麻酔 都内の麻酔の使用に伴う一酸化二窒素排出量を区内の病院数で按分。 

排水 

■産業排水の処理：23区全体の産業排水中の窒素量を区内の産業分類別従業

員数で按分。 

■生活商業排水の処理：都内の終末処理場からの一酸化二窒素排出量 を、区

内の上水の使用量で按分。 

一般 

廃棄物 
都内の一般廃棄物焼却に伴う一酸化二窒素排出量を区内のごみ収集量で按分。 
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（4）代替フロンなど４ガス

（ハイドロフルオロカーボン、パーフルオロカーボン、六フッ化硫黄、三フッ化窒素）

代替フロンなど４ガスはメタン・一酸化二窒素と異なり、各区の活動量の把握が困難で

あることから、基本的に都の排出量を適切な指標で按分することにより算出します。 

表 1-4 算定方法の概要

部門 算定方法 

HFＣ 

家庭用冷蔵庫 

家庭用エアコン 
■使用時・廃棄時：都内の排出量を「世帯数比」で按分。 

業務用冷凍空調機器 

自動販売機 

■製造時：都内の排出量を「民生機械器具出荷額比」 で按分。 

■使用時・廃棄時：都内の排出量を「業務部門床面積比」で

按分。 

カーエアコン 

■製造時：都内の排出量を「自動車部品出荷額比」で按分。 

■使用時：都内の排出量を「走行量割合」で按分。 

■廃棄時：都内の排出量を「世帯数比」で按分。 

発泡（ｳﾚﾀﾝﾌｫｰﾑなど） 

■製造時：都内の発泡用途に係る排出量を「発泡強化プラス

チック出荷額比」で按分。 

■使用時：都内の排出量を「世帯数比」で按分。 

エアゾール製品 
都内のエアゾール製品の製造などに係る排出量を「事業所数

比」で按分。 

医療品製造業 

（定量噴射剤） 
都内の医療品製造業からの排出量を「病院数比」で按分。 

半導体 
都内の半導体製造用途に係る排出量を「電子デバイス部品出

荷額比」で按分。 

PFC 

溶剤 
都内の溶剤からの排出量を「電子デバイス部品出荷額比」で

按分。 

半導体 
都内の半導体製造用途に係る排出量を「電子デバイス部品出

荷額比」で按分。 

SF6

半導体 
都内の半導体製造用途に係る排出量を「電子デバイス部品出

荷額比」で按分。 

電気設備 都内の電気設備からの排出量を「販売電力量比」で按分。 

NF3

フッ化物製造の製造時の

漏出 

都内のフッ化物製造の製造時の漏出に伴う排出量を「化学工

業荷額比」で按分。 

半導体 
都内の半導体製造用途に係る排出量を「電子デバイス部品出

荷額比」で按分。 
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1.2. 北区の温室効果ガス排出量の経年変化

北区の温室効果ガス排出量は、2014（平成 26）年度に 1,219 千ｔ-CO2となってい

ます。また、温室効果ガスのうち、二酸化炭素が94.5％を占めています。 

過去 10年間の推移を見ると、2006（平成18）年度を除き、第一次計画の基準年度の

値を上回っています。 

2012（平成 24）年度及び 2013（平成 25）年度は、特に排出量の増加が顕著です。

これは、2011（平成23）年の東日本大震災をきっかけに火力発電電力量が増加（原子力

発電所が停止）し、「二酸化炭素排出係数」が増加したことが背景にあります。2014（平

成26）年度は、電力会社の発電電力量に占める石油火力の割合が低下したことから排出量

も減少に転じていますが、依然として多い水準にあります。 

出典：オール東京 62市区町村共同事業「みどり東京・温暖化防止プロジェクト」資料より作成  

図 1-1 北区の温室効果ガス排出量の推移 

出典：オール東京 62市区町村共同事業「みどり東京・温暖化防止プロジェクト」資料より作成

図 1-2 北区の温室効果ガス別の排出割合 
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1.3. 北区の二酸化炭素排出量の動向

（1）総排出量の推移 

現行計画では、基準年度（1990（平成2）年度）比で以下の目標を掲げています。 

・短 期：2008（平成20）～2012（平成24）年度平均で－2.0％ 

⇒ 1,106千 t-CO2（＝1,129千 t-CO2×0.98） 

・中長期：2008（平成20）～2017（平成29）年度平均で－3.0％ 

⇒ 1,095千 t-CO2（＝1,129千 t-CO2×0.97） 

現在、達成状況の評価が可能な短期目標について見ると、2008（平成 20）～2012

（平成 24）年度の排出量の平均は 1,146 千 t-CO2であり、対基準年度比で 1.5％増と

なっています。 

また、2008（平成20）～2012（平成24）年度の毎年度の二酸化炭素排出量の推移

を見ると、2009（平成21）年度、2010（平成22）年度は基準年度比でマイナスです

が、2012（平成 24）年度、2013（平成 25）年度が 7～9％の増加となっています。

これは、2011（平成23）年の東日本大震災をきっかけに火力発電電力量が増加（原子力

発電所が停止）し、「二酸化炭素排出係数」が増加したことが背景にあります。2014（平

成26）年度は、電力会社の発電電力量に占める石油火力の割合が低下したことから二酸化

炭素も減少に転じています。 

出典：オール東京 62市区町村共同事業「みどり東京・温暖化防止プロジェクト」資料より作成 

※2006（平成 18）年度に二酸化炭素排出量が減少しているが、この年は特別区、日本全体の推計結果でも減

少となっている。減少は家庭部門、業務部門であり、環境省のレポートでは、暖冬の影響等により灯油の

消費に伴う排出量及び電力消費に伴う排出量が減少したと報告されている。また、2007（平成 19）年度の

増加には、新潟県中越沖地震による柏崎原子力発電所停止（排出係数の増加）も影響している。 

図 1-3 北区の二酸化炭素排出量の推移 
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（2）部門別排出量の推移 

部門別排出量の構成比の推移を見ると、産業部門、運輸部門が減少する一方、家庭部門、

業務部門が増加する傾向にあります。 

出典：オール東京 62市区町村共同事業「みどり東京・温暖化防止プロジェクト」資料より作成

図 1-4 二酸化炭素排出量の部門別構成比の推移 

出典：オール東京 62市区町村共同事業「みどり東京・温暖化防止プロジェクト」資料より作成

図 1-5 二酸化炭素の部門別排出量の推移 
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（3）産業部門 

産業部門の二酸化炭素排出量の推移を見ると、2009（平成21）年度に減少しています。

これは、リーマンショックによる景気低迷が背景にあると考えられます。その後、2011

（平成23）年度まで増加で推移しましたが、以降は再び減少傾向にあります。 

また、エネルギー起源別には 2011（平成 23）年度以降、購入電力由来の二酸化炭素

排出量が増加しています。これは、2011（平成23）年の東日本大震災をきっかけに「二

酸化炭素排出係数」が増加したことが背景にあります。 

産業部門における算定方法の概要を表 1-6 に、算定基礎となっている指標の推移を図

1-7及び図1-8に示します。 

出典：オール東京 62市区町村共同事業「みどり東京・温暖化防止プロジェクト」資料より作成

図 1-6 産業部門におけるエネルギー起源別の二酸化炭素排出量の推移 

表 1-5 産業部門におけるエネルギー起源別の二酸化炭素排出量の推移 

   ※四捨五入の関係で内訳と合計が一致しないことがあります。 

出典：オール東京 62市区町村共同事業「みどり東京・温暖化防止プロジェクト」資料より作成
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表 1-6 産業部門における算定方法の概要 

区分 算出方法の概要 対象 

建設業 

都の建設業のエネルギー消費量 

 × 区の新築着工面積 

 ÷ 都の新築着工面積 

灯油、軽油、A重油 

B重油、C重油、電力 

製造業 

都の製造業のエネルギー消費量 

 × 区の製造品出荷額 

 ÷ 都の製造品出荷額 

軽油、灯油、重油、石炭 

コークス、LNG 

都市ガス、電力など 

出典：東京都提供資料

図 1-7 指標の推移（新築着工面積） 

出典：東京都提供資料

図 1-8 指標の推移（製造品出荷額） 
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（4）家庭部門 

家庭部門の二酸化炭素排出量の推移を見ると、年度によって増減はありますが、基調と

しては増加傾向がうかがえます。また、エネルギー起源別には 2011（平成 23）年度以

降、購入電力由来の二酸化炭素排出量が増加しています。これは、2011（平成23）年の

東日本大震災をきっかけに「二酸化炭素排出係数」が増加したことが背景にあります。 

家庭部門における算定方法の概要を表 1-8 に、算定基礎となっている指標の推移を図

1-10に示します。 

※【再掲】2006（平成 18）年度に二酸化炭素排出量が減少しているが、この年は特別区、日本全体の推計結

果でも減少となっている。環境省のレポートでは、暖冬の影響等により灯油の消費に伴う排出量及び電力

消費に伴う排出量が減少したと報告されている。また、2007（平成 19）年度の増加には、新潟県中越沖地

震による柏崎原子力発電所停止（排出係数の増加）も影響している。 

出典：オール東京 62市区町村共同事業「みどり東京・温暖化防止プロジェクト」資料より作成

図 1-9 家庭部門におけるエネルギー起源別の二酸化炭素排出量の推移 

表 1-7 家庭部門におけるエネルギー起源別の二酸化炭素排出量の推移 

出典：オール東京 62市区町村共同事業「みどり東京・温暖化防止プロジェクト」資料より作成
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表 1-8 家庭部門における算定方法の概要 

区分 算出方法の概要 

電力 

都市ガス 
供給側の数値より把握する 

灯油 

LPG 

都の世帯当たりの消費量 

 × 各区の世帯数（単身世帯と二人以上世帯は、分けて算出） 

出典：東京都提供資料

図 1-10 指標の推移（世帯数） 
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（5）業務部門 

業務部門の二酸化炭素排出量の推移を見ると、年度によって増減はありますが、2014

（平成26）年度は2005（平成17）年度より増加しています。また、エネルギー起源別

には 2011（平成 23）年度以降、購入電力由来の二酸化炭素排出量が増加しています。

これは、2011（平成23）年の東日本大震災をきっかけに「二酸化炭素排出係数」が増加

したことが背景にあります。 

業務部門における算定方法の概要を表 1-10 に、算定基礎となっている指標の推移を図

1-12に示します。 

※【再掲】2006（平成 18）年度に二酸化炭素排出量が減少しているが、この年は特別区、日本全体の推計結

果でも減少となっている。環境省のレポートでは、暖冬の影響等により灯油の消費に伴う排出量及び電力

消費に伴う排出量が減少したと報告されている。また、2007（平成 19）年度の増加には、新潟県中越沖地

震による柏崎原子力発電所停止（排出係数の増加）も影響している。 

出典：オール東京 62市区町村共同事業「みどり東京・温暖化防止プロジェクト」資料より作成

図 1-11 業務部門におけるエネルギー起源別の二酸化炭素排出量の推移 

表 1-9 業務部門におけるエネルギー起源別の二酸化炭素排出量の推移 

出典：オール東京 62市区町村共同事業「みどり東京・温暖化防止プロジェクト」資料より作成
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表 1-10 業務部門における算定方法の概要 

区分 算出方法の概要 

電力 

都市ガス 
供給側の数値より把握する 

灯油 

LPG 

A重油 

都の建物用途別床面積当たりエネルギー消費原単位 

 × 各区の用途別床面積 

出典：東京都提供資料

図 1-12 指標の推移（業務系床面積：用途別合計） 
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（6）運輸部門 

運輸部門の二酸化炭素排出量の推移を見ると、減少傾向がうかがえます。また、エネル

ギー起源別にはガソリン由来の二酸化炭素排出量の減少が顕著です。 

運輸部門における算定方法の概要を表 1-12 に、算定基礎となっている指標の推移を図

1-14 に示します（自動車由来の二酸化炭素排出量の算定基礎データは秘匿扱いであるた

め、鉄道駅の乗降者数のみを表示）。 

出典：オール東京 62市区町村共同事業「みどり東京・温暖化防止プロジェクト」資料より作成

図 1-13 運輸部門におけるエネルギー起源別の二酸化炭素排出量の推移 

表 1-11 運輸部門におけるエネルギー起源別の二酸化炭素排出量の推移 

※四捨五入の関係で内訳と合計が一致しないことがあります。 

出典：オール東京 62市区町村共同事業「みどり東京・温暖化防止プロジェクト」資料より作成
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表 1-12 運輸部門における算定方法の概要 

区分 算出方法の概要 

自動車 

ｶﾞｿﾘﾝ、軽油 

LPG 

各区の自動車走行量 

 × エネルギー消費原単位 

鉄道 
都内の鉄道会社別乗降者人員当たり電力消費量 

 × 各区の乗降者人員 

出典：東京都提供資料

図 1-14 指標の推移（駅乗降者数） 
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2. 温室効果ガスの将来推計

2.1. 将来推計の方法

温室効果ガス排出量の将来予測は、次の条件で行います。 

・推計年次：2027（平成39）年度、2030（平成42）年度 

・現状から新たな地球温暖化対策が講じられないと仮定（現状趨勢） 

・推計は次式を基本とする（一部データの制約等により直接二酸化炭素排出量を推計）。 

・基準年次は、国と同様に2013（平成25）年度とし、原単位も当該年度で設定。 

二酸化炭素排出量 ＝ 将来の活動量 × 原単位（活動量当たりの二酸化炭素） 

※現状趨勢ケースでの二酸化炭素排出量の将来推計にあたっては、電力の排出係数の

将来的な改善を想定する場合もあります。 

この場合、省エネルギー等の取組がなくても、排出係数が改善した分の二酸化炭素

排出量が減少します。今回は、二酸化炭素の排出量に影響を与える外的な要因を排

除する趣旨から、排出係数の改善は見込まないものとしました。 

2.2. 将来の活動量等の想定

各部門で用いる活動量指標及び活動量の想定方法等を次頁に示します。
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表 2-1 温室効果ガスの将来推計に用いる指標等
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2.1. 温室効果ガス排出量の将来予測結果

北区の温室効果ガス排出量は、2030（平成 42）年度には 1,295 千ｔ-CO2になると

推計され、2013（平成25）年度比で1.8％の増加となります。 

温室効果ガスの大部分を占める二酸化炭素排出量は、2013（平成25）年度比で1.4％

の減少となります。 

将来世帯の増加により、家庭部門での増加が見込まれます。また、業務部門も延床面積

の増加により排出量が微増する見込みです。二酸化炭素以外では、ハイドロフルオロカー

ボンの増加が顕著です。これはオゾン層保護対策のため、クロロフルオロカーボンからハ

イドロフルオロカーボンへの転換が進み、冷凍空調機器中のハイドロフルオロカーボンの

ストックが増加していることが原因です。 

仮に国の目標値に準じて、2013（平成25）年度比で26％の温室効果ガスの削減を目

指すとした場合、353千 t-CO2を削減する必要があります。 

表 2-2 温室効果ガス排出量の将来推計結果
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図 2-1 温室効果ガスの部門別排出量の推計 
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1. 地球温暖化対策実行計画（区域施策編）の策定事例の整理

類似都市として東京都区部を対象に、地球温暖化対策実行計画（区域施策編）の策定状況、

計画の対象範囲及び数値目標の設定状況に係る情報を収集・整理する。

1.1. 策定状況

東京都区部における地球温暖化対策実行計画（区域施策編）の策定状況を下表に示す。この

うち、収集・整理の対象とする事例は、地球温暖化を取り巻く近年の状況を反映した計画事例

とする趣旨から、わが国のエネルギー政策の転機となった東日本大震災（平成 23年）以降の計
画とする。これより、13事例を収集・整理の対象とする。

表 1-1 23 区における計画の策定状況

自治体名 計画名称 策定年度 計画期間 
改 定 
予定年度 

千代田区 千代田区地球温暖化対策地域推進計画 2015 H26 年度 H27 年度～H36 年度 H36 年度 

中央区 中央区環境行動計画 H19 年度 H20 年度～H29 年度 H29 年度 

港区 港区地球温暖化対策地域推進計画 H24 年度 H25 年度～H32 年度 H32 年度 

新宿区 新宿区地球温暖化対策指針 H22 年度 H23 年度～H32 年度 H29 年度 

文京区 文京区地球温暖化対策地域推進計画 H21 年度 H22 年度～H31 年度 H31 年度 

台東区 台東区環境基本計画 H21 年度 H22 年度～H31 年度 H31 年度 

墨田区 
第二次すみだ環境の共創プラン（すみだ環境基本

計画兼墨田区地球温暖化対策地域推進計画） 
H27 年度 H28 年度～H37 年度 H37 年度 

江東区 ＫＯＴＯ低炭素プラン H26 年度 H27 年度～H36 年度 H31 年度 

品川区 品川区地球温暖化対策地域推進計画 H21 年度 H22 年度～H32 年度 H32 年度 

目黒区 目黒区地球温暖化対策地域推進計画(第二次計画) H25 年度 H26 年度～H32 年度 H32 年度 

大田区 大田区地球温暖化対策実行計画（区域施策編） H23 年度 H24 年度～H32 年度 H28 年度 

世田谷区 世田谷区地球温暖化対策地域推進計画 H23 年度 H24 年度～H62 年度 未定 

中野区 第 3次中野区環境基本計画 H27 年度 H28 年度～H37 年度 H32 年度 

杉並区 杉並区地域エネルギービジョン H25 年度 H25 年度～H33 年度 未定 

豊島区 豊島区環境基本計画 H25 年度 H25 年度～H30 年度 H30 年度 

北区 北区地球温暖化対策地域推進計画 H19 年度 H20 年度～H29 年度 H29 年度 

荒川区 荒川区低炭素地域づくり計画（改定版） H27 年度 H22 年度～H32 年度 H32 年度 

板橋区 板橋区地球温暖化対策実行計画（区域施策編） H24 年度 H25 年度～H32 年度 未定 

練馬区 練馬区地球温暖化対策地域推進計画 H20 年度 H21 年度～H32 年度 H28 年度 

足立区 足立区環境基本計画兼足立区地球温暖化対策地域推進計画 H19 年度 H20 年度～H27年度 H27 年度 

葛飾区 葛飾区地球温暖化対策実行計画（区域施策編） H24 年度 H25 年度～H29 年度 H29 年度 

江戸川区 エコタウンえどがわ推進計画 H19 年度 H20 年度～H29 年度 H29 年度 
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1.2. 各事例の特徴

計画・展望期間、削減対象、総量削減目標、総量削減以外の目標の有無、施策の特徴の観点で、各事例の特徴を下表に整理する。

表 1-2 事例の概要 

区 

計画・展望期間 削減対象 基準年 総量削減目標 その他の目標 施策のポイント 施策分類 

計画 

期間 

短期 

（10年未満） 

中期 

（10～20 年後） 

長期 

（30 年後）   
短期 中期 長期 

再
エ
ネ

活
動

ま
ち
づ
く
り

廃
棄
物

千代田区 2015～

2024 

－ 2024 2050 エネルギー起源 

CO2 

1990 2020：25%  2024：30% 2050：80% ・対策目標の達成に向けた CO2 削減のロー

ドマップとして、部門別の CO2 削減量を

記載（2020、2024） 

・膨大な数の既存建物（ストック）に着目して、省エネ

ルギー化（グリーン化）する取り組み 

・温暖化対策促進地域の指定制度 

・地方との連携による森林整備（カーボン・オフセット）

港区 2013～

2020 

－ 2020 － 温室効果ガス排

出量の 96%が

CO2 であるため、

全体の削減目標

は CO2 を採用 

2009 － 2020：2007～

2009 年度 

の平均と同

水準 

－ ・１世帯あたり 6％削減 

・建築物の床面積 1ｍ２あたり 18％削減 

（2007-2009 平均比） 

・ヒートアイランド対策の観点も含め、地球温暖 

化への適応策を計画に位置づけ 

・区外の森林整備の促進等、広域的な視野で二酸化炭素

の排出削減に貢献する取組の充実 

・省エネ設備の導入が容易でない中小ビル向けの支援策

墨田区 2016～

2025 

－ 2030 － 温室効果ガス排出

量とともに、エネル

ギー消費量に着目

2000 － 2030：30％ － ・エネルギー消費量を 38％減 ・省エネ、再エネ、まち全体でのエネルギー利用の効率

化をバランス良く位置づけ 

・業務ビル対策として「エコチューニング」の普及支援

- 

江東区 2015～

2024 

－ 2020 2050 エネルギー消費

量

2011 － 2021：7％ 2050：80% ・対策目標の達成に向け、管理指標別の CO2

削減量と目標件数を記載（2019、2024） 

・設備の導入助成など、家庭の省エネ化を促進 

スマートメーターの普及に合わせ、同機器の有効な活

用方法等の周知に努める。 

目黒区 2014～

2020 

－ 2020 － 温室効果ガス排出

量とともに、エネル

ギー消費量に着目 

2010 － 2020：7％ 

（1％/年） 

－ ・エネルギー消費量を 7％減 ・熱中症予等の対策などの「適応策」を追加 

・ごみの発生抑制の取組みとして「めぐろ買い物ルール

の普及」を位置づけ 

大田区 2012～

2020 

－ 2020 2050 CO2 をはじめと

した 6ガス 

1990 － 2020：25％ 2050：80% － ・国内友好都市や多摩川上流の他自治体等との連携によ

る森林保全、再生可能エネルギー発電による電力の購

入等（カーボン・オフセット） 

- 

世田谷区 2012 ～

2050 

2014 2020 2050 CO2 2008 － 2020：25％ 2050：66～

83％ 

・当面の期間の目標（短期目標）として原

単位目標を設定 

・１世帯あたりエネルギー使用量：5％減 

・１事業所あたりエネルギー使用量：8％減 

・世田谷区の特性を活かした取り組み「エコな暮らしと

文化の創造」：文化・芸術に関する活動を通じた情報

発信、ムーブメントづくりを進めるとともに、地域や

学校、区内の多様な人材との連携・協働で、環境教育・

環境学習を推進 

- 

中野区 2016～ 

2025 

2020 2025 － エネルギー消費

量（CO2は参考指

標） 

2012 2020：5.3％ 2025：15.2％ － ・アクションプログラム（2016～2020）の

個々の取り組みのエネルギー削減量及び

CO2削減量を記載 

・水害対策、熱中症対策等の適応策を位置づけ 

杉並区 2013～ 

2021 

－ 2021 － エネルギー消費

量 

2010 － 2021：10％ － ・区立施設及び区民の節電目標 10％減 

・電力消費量に対する再生可能エネルギー

及び家庭用燃料電池による発電量：2％ 

・災害時のエネルギー確保の視点も含めて、蓄エネルギ

ーの取り組みを位置づけ 

・区民出資型の再生可能エネルギーの整備などスマート

コミュニティの推進を位置づけ 

- 

豊島区 2014～ 

2018 

2018 2025 2050 CO2 2005 2018：9.6％ 2025：30％ 2050：70% ・2018：エネルギー消費量を 2011 と同程度 ・再生可能エネルギーの普及拡大策として、住民参加型

太陽光発電所を位置づけ 
- 

荒川区 2016～ 

2020 

2020 - － 温室効果ガス排出

量とともに、エネル

ギー消費量に着目

2000 2020：25％ ・エネルギー消費量を 30％減（2000 比） 

・一世帯当たりのエネルギー消費量 30％減 

・建築物の床面積 1ｍ２あたり 15％削減

・水害対策、熱中症対策等の適応策を位置づけ 

・業務ビル対策として「エコチューニング」の普及支援

板橋区 2013 ～

2020 

2020 - 2050 CO2 をはじめと

した 6ガス 

1990 2020：1.8％ 2020：25％ 2050：80% － ・長期的な視点で、スマートシティを位置づけ 

・環境と経済の調和の視点で環境産業の振興を位置づけ

葛飾区 2013 ～

2017 

2017 2030 2050 CO2 をはじめと

した 6ガス 

2009 2017：8％ 2030：30％ 2050：77％ － ・建物の省エネ化を図るため、「葛飾区民間建築物環境

配慮ガイドライン」を周知・普及 
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1.3. 特徴的な施策事例

1.1 で整理した計画事例の中で特徴的な施策を整理する。

表 1-3 23区における計画の策定状況

自治体名 施策概要 

千代田区 

■地方との連携による森林整備事業 
・千代田区と高山市との森林整備実施に係る協定に 
基づき、市有林約 100ha を整備。 

・この森林整備により育成した森林の CO2 吸収量の 
増加分について、区の排出量とカーボン・オフセ 
ット。 

港区 

■ビル管理における省エネ運用の支援 
・新たな設備の導入は、テナントとの調整や、初期投資を必要とし、事業者に
とっては簡単に取り組めることではないため、ビルの運用管理を見直す新た
な支援策を検討。 

 〇ビルオーナー・ビル管理者・テナント向けなど業態別の省エネセミナー 
 〇ビルオーナーと管理事業者との間に立ってビルの最適な運用管理の検討を

支援する専門家派遣、専門家紹介制度の検討 など 

墨田区 

■エコチューニングの周知・普及 
・業務用ビルや工場等の照明設備、空調設備、熱源設備などの使用方法の工夫、

機器出力の調節などを行い、大 
規模な設備投資や業務環境を悪 
化させることなく、エネルギー 
消費量を削減し、光熱水費を削 
減させる取組みの普及を支援。 

江東区 

■エネルギー管理システムにおける家庭の省エネ化 
・スマートメーターの普及に合わせ、同機器の有効な活用方法等の周知に努め
る。区民・事業者の省エネ活動を支援。 

目黒区 

■めぐろ買い物ルールの普及 
・区民が日常生活で気軽に環境負荷の削減に貢献できる取組みとして「めぐろ
買い物ルール」の普及を通じて、スマート・ショッピングを推奨。 
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自治体名 施策概要

大田区 

■他地域と連携した取組み 
・他の施策で削減量が十分でない温室効果ガスについて、国内友好都市（長野
県東御市、秋田県美郷町、宮城県東松島市）や多摩川上流の他自治体等と連
携し、森林保全、再生可能エネルギー発電による電力の購入等を通じた二酸
化炭素（CO2）吸収量を確保。 

世田谷区 

■エコな暮らしと文化の創造 
・自然の恵みを活かしたエコな暮らしを世田谷らしい文化の一つとして育み、
エコライフや環境に配慮したワークスタイルの浸透を図っていくため、文
化・芸術に関する活動を通じた情報発信、ムーブメントづくりを進めるとと
もに、地域や学校、区内の多様な人材との連携・協働により、環境教育・環
境学習を推進。

中野区 

■建物の断熱化促進＋エコポイント 
・一定の基準を満たした建物は「高断熱建築物」として認証し、認証を受けた
申請者に対して「なかのエコポイント」5,000 ポイントの特典を付与。
*なかのエコポイント：節電や省エネ、環境商品を購入するなど、環境にやさしい取り組み

に対しポイントを付与。貯まったポイントは 500 ポイント単位で、ポイント券や、区内共

通商品券、プリペイドカードと交換、または、中野区環境基金への寄付に利用できる。

杉並区 

■区民出資型の再生可能エネルギー整備の仕組みづくり 
・再生可能エネルギー機器の設置費を区

民出資によりまかない、区民施設や区
内の建物などに設置し、利益を出資者
へ還元できる仕組みづくりを検討。

豊島区 

■住民参加型太陽光発電所の導入検討 

荒川区 

■エコチューニングの周知・普及 
・新たな設備投資が困難な事業所でも、 
既存設備の運用方法の見直しを図る 
ことで、省エネルギー化を進める 
ことが可能なエコチューニングを 
周知・普及 
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自治体名 施策概要 

板橋区 

■環境産業の振興 
・省エネルギー・新エネルギー製品等の開発支援と普及促進、省エネルギー・
温暖化対策技術の交流促進支援、区内環境産業の展示会への出展支援を実施。

葛飾区 

■「葛飾区民間建築物環境配慮ガイドライン」の普及 
・環境に配慮した新築・増築および大規模改修の実施を促 
進するほか、省エネに努める住宅や事業所を、「エコハウス」「エコ事業所」
として認定して支援する制度の創設などを検討・実施 
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1.4. （参考）調査対象自治体の計画概要
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2. 地球温暖化対策地域協議会の事例

東京都区部において、区が関与して協議会を設立している事例を整理する。

表 23 区における協議会の設置状況

自治体名 協議会名称 設置時期 活動状況 

江東区 江東エコライフ協議会 H22.7.13 

・区民・事業者・各団体・学識者・区

などで構成 

・会議 年 3～4回 

・江東区環境基本計画の推進に関する

会議、「江東区エコポイント制度」の

検証など。 

大田区 大田区地球温暖化対策地域協議会 H20.6.20 

・区民・事業者・各団体・学識者・区

設計造園業界などで構成 

・リーフレット「エコライフおおた」

発行 

・事業者向け省エネ支援事業の案内。

など 

荒川区 荒川区低炭素地域づくり協議会 H21.6.1 

・区民・事業者・環境関係団体、各

団体・学識者・区などで構成 

・環境学習プログラムの紹介、「あ

らかわ七夕ライトダウンキャン

ペーン」、「スポ GOMI（ゴミ）あら

かわ春のエコまつり」などを開催 

板橋区 エコポリス板橋環境行動会議 H13.9.17 

・区民・事業者・各団体・学識者・

区・消費生活相談員などで構成 

・広報 年 2～4回発行 

・春の板橋クリーン作戦、ポイ捨て

防止キャンペーン など 

練馬区 練馬区地球温暖化対策地域協議会 H22.5.25 

・区民・事業者・各団体・交通、ガ

ス・電気業者・学識者・消費生活

相談員・区などで構成 

・情報発信、環境月間講演会  

・省エネルギー月間講演会、くらし

のエネルギー・スキルアップ講

座、「省エネナビモニター事業」 

 、地球温暖化防止月間、みどりの

省エネ大作戦事業 

・『練馬区地球温暖化対策地域協議

会メールマガジン』 など 

葛飾区 葛飾区地球温暖化対策地域協議会 H20.12.11 

・区民・事業者・各団体・学識者・

区などで構成 

・年 2回程度、活動の充実に向けた

意見交換を実施 

・打ち水イベントなど温暖化防止に

向けた普及・啓発事業を実施 

出典：環境省ホームページ http://www.env.go.jp/earth/ondanka/kyogikai/torokubo.html 
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江東区

名称 江東エコライフ協議会（平成 22年 7月 13日設立）
目的 区民、事業者及び区が連携して江東区環境基本計画における各施策の目標達成に向けた

具体的行動を推進するとともに、地域における地球温暖化対策に寄与

活動内容 （１）江東区環境基本条例（平成 10年 12月江東区条例第 48号）第８条に規定する江
東区環境基本計画の推進に関すること。

（２）地球温暖化対策の推進に関すること。

（３）前２号に掲げるもののほか、会長が必要と認めること。

構成員 ・各種団体（自治会、商工会、産業連盟、消費者団体、学校教育、環境関連団体 等）

・企業（電気・ガス事業者、トラック協会、区環境審議会 等）

・区民

その他 ■活動内容を区のホームページで情報発信

（１）江東区環境基本計画の推進に関する会議

（２）会議録年 3～4回（平成 25～27年度）
（３）活動内容

【平成 26年】
「江東区エコポイント制度」について、カーボンマイナスこどもアクションについて、

環境関連施策新規・レベルアップ事業

【平成 27年】
「江東区エコポイント制度」の検証、クール・ネット東京からの情報提供、「日本ヒュ

ーレット・パッカード社・環境配慮型オフィス」見学、カーボンマイナスこどもアクシ

ョン事業について、「低炭素杯 2016」地域部門江東区エコライフ協議会が選出
【平成 28年】
カーボンマイナスこどもアクション、第 1回施設見学会・エコクッキング実施報告

 環境学習情報館（えこっくる江東）の見学、江東区と地球船クラブの協同によるリサ

イクル施設「エコミラ江東」の見学、木育サミット in江東の（「木」を活用した子
育て・子育ち環境を整備する取組）説明

■江東区と江東エコライフ協議会と連携して取り組んでいる事業

・小規模事業所コミュニティの省エネ推進支援モデル事業

「江東区エコポイント制度」の事業者モニターがモデル地区として参加。30事業者のう
ち 17事業者に省エネ診断を行う。
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大田区

名称 大田区地球温暖化対策地域協議会（エコライフおおた）（平成 20年 6月 20日設立）
目的 大田区内の温室効果ガス排出量削減に向け区の施策や効果的な実施方法について協議

し、施策として提案するなど、区民や事業者の幅広い取組みを推進

活動内容 （１）区民、事業者等の主体的な地球温暖化対策の推進に関すること。

（２）区民、事業者等が主体的に地球温暖化対策に取組むために必要な普及啓発に関す

ること。

構成員 ・各種団体（自治会、有識者、環境関連団体、連合会、商工会、空調衛生協会、電設・

建設・造園協会、NPO；大田・花とみどりのまちづくり、東京城南環境カウンセラー協
議会）

・企業（電気・ガス事業者、トラック協会、電鉄、キャノン、東京空港 等）

・区民

その他 ■活動内容を区のホームページで以下の情

報を発信

（１）各事業者の主な取組み

（２）事業者向け省エネ支援事業のご案内

1.省エネ講師派遣制度、
2.省エネルギー診断

（３）活動内容

リーフレット「エコライフおおた」

【平成 27年】
 ・「エコフェスタワンダーランド in六郷」
に出展。

燃料電池のしくみと実験、風力発電体験、水素をつくる自転車体験、水の汚れに

関するパネル展示とクイズ、エコ標語入賞作品の展示、燃料電池車の展示、デジタ

ル地球儀「触れる地球」の展示 

・東京都地球温暖化防止活動推進センター（クール・ネット東京）の「省エネ講師派

遣制度」と「省エネルギー診断」を活用し、中小企業の省エネへの取組みを支援

・～「ときどき」から「いつも」のエコに～

 区民一人ひとりの行動で二酸化炭素(CO2）を減らすために、協議会では区民向けの 
行動指針を作成  等

写真：大田区HP引用



23

荒川区

名称 荒川区低炭素地域づくり協議会（平成 21年 6月 1日設立）
目的 区民、事業者、行政等が協働して、荒川区における地域の実情に即した地球温暖化対

策を協議及び実践し、低炭素型地域社会の構築を目指す

活動内容 （１）地域で実践できる地球温暖化対策の検討及び推進に関すること

（２）地球温暖化対策に関する普及啓発に関すること

（３）その他、目的達成に必要なこと

構成員 ・各種団体（自治会、有識者、商工会、更正女性会、環境サポーター、エコセンター等

構想策定懇談会、連合会、地球温暖化防止活動推進センター）

・企業（電気・ガス事業者、トラック協会）

・区民

その他 ■活動内容を区のホームページで以下の情報発信

（１）協議会目的

（２）活動内容

・「あらかわ七夕ライトダウンキャンペーン」、ライトダウン宣言書、親子キャンド

ル手作りワークショップ、七夕星空観察会、ライトダウンフォトコンテスト

・「スポ GOMI（ゴミ）あらかわ春のエコまつり」を開催

写真：荒川区 HP引用        

・環境特別講演会「ECO(えこ)ガーデンはじめましょ」を開催

・環境特別講演会「もったいないが食育の基本」を開催  など

（３）協議会構成 

協議会は、計画の策定や、その進行管理などの統括を行う全体会議と、詳細な内容につ

いて検討を行うワーキンググループ（ＷＧ）などの検討部会等で構成。ＷＧなどは今後

必要に応じて設立。

上写真：「ゴミ拾いはスポーツだ。」の掛け

声で競技が開始。
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板橋区

名称 エコポリス板橋環境行動会議（平成 13年 9月 17日設立）
目的 人と環境とが共生する都市エコポリス板橋を実現するために、区民及び事業者が環境へ

の負荷を低減する必要性について共通認識をもち、自主的かつ組織的な活動を行うこと

活動内容 （１）シンポジウム（地球温暖化防止等環境に関するテーマで基調講演と討論会を実施）

（２）講演会（地球温暖化防止等環境に関するテーマで講演会を実施）

（３）ポイ捨て防止キャンペーン（区内全域でキャンペーン活動を実施）

（４）クリーン作戦（年２回区内全域での清掃活動を実施）

構成員 ・各種団体（自治会、有識者、商工会、協同組合、連合会、消費生活相談員）

・企業（電気・ガス事業者）

・区民

その他 ■活動内容を区のホームページで情報発信

（１）各事業者の主な取組み

（２）環境学習プログラムの紹介

（３）活動報告・活動内容 

 ・エコネット板橋（エコポリス板橋環境行動会議情報誌） 

年 2～4回発行
【平成 14年の活動】
環境衛生活動（マイバック推進キャンペーン、プレリサイクル講演会の開催、板橋

クリーン作戦）、環境シンポジウムの開催。

【平成 15年の活動 4月、10月報告】
ポイ捨て防止キャンペーン、マイバック推進キャンペーン、環境講演会の開催、環

境シンポジウムの開催、環境衛生活動。

【平成 16年の活動 1月、4月、7月、10月報告】
環境講演会、環境衛生活動、ポイ捨てキャンペーン（区民と事業者で事業所店舗周

りの清掃）、あなたの喫煙マナーで住みよいまち。

【平成 17年の活動 1月、4月報告】
 環境衛生活動、環境シンポジウムの開催。

【平成 18年の活動 1月、4月報告】
板橋区環境保全賞の表彰、環境衛生活動、環境シンポジ

ウム、地球温暖化防止対策協議会（家庭など日常生活にお

ける温暖化防止対策、学校を中心として温暖化防止策、地

域やまちづくりを中心とした温暖化防止対策、会議は月１回）

ポイ捨てキャンペーンの様子 

エコネット板橋より引用

板橋区環境保全賞の様子 

エコネット板橋より引用
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練馬区

名称 練馬区地球温暖化対策地域協議会（平成 22年 5月 25日設立）
目的 区民、事業者、練馬区等が、相互に連携して区の地域における日常生活に起因する温室

効果ガスの排出量の抑制のために必要となるべき措置について協議し、および実施する

ことにより、区の地域における地球温暖化対策の推進を図ることを目的とする。

活動内容 （１）日常生活に係る温室効果ガスの排出量を抑制するための除法の収集、区民および

事業者に対する情報の提供、啓発等に関すること。

（２）日常生活に係る温室効果ガスの排出量の抑制のための区民および事業者の取組に

関すること。

（３）前２号に掲げるもののほか、協議会の目的を達成するために必要な事業に関する

こと。

構成員 ・各種団体（自治会、有識者、商店街連合会、協同組合、環境関連連絡会・協議会、環

境保全協会、消費生活相談員）

・企業（電気・ガス事業者、交通関連業者）

・区民

その他 ■活動内容を練馬区地球温暖化対策地域協議会、協議

会のホームページ「ねり☆エコ」で情報発信

（１）地球温暖化対策情報の発信

（２）地域協議会について 等

（３）そのほか             

【「ねり☆エコ」活動内容】

 ・環境月間講演会、省エネルギー月間講演会、くらしのエネルギー・スキルアップ講

座、「省エネナビモニター事業」、地球温暖化防止月間、みどりの省エネ大作戦事

業－平成 23 年度練馬区内の家庭等における今夏節電状況調査－、『練馬区地球温
暖化対策地域協議会メールマガジン』、くらしのエネルギー講座、など

【事業紹介（計画・報告）】

・省エネルギー月間講演会「進むエネルギー改革～何を選びどう使う～」

・平成 28年度こどもエコ・コンクール実施結果
・第６回ねりまエコスタイルフェア

・環境月間講演会『地球温暖化対策の最前線と私たちのくらし』

・スタート！エコライフ 2016 
・省エネルギー月間講演会「何が変わるの？電力小売自由化」

・地球温暖化防止月間講演会「宇宙からのメッセージ大きな夢と美しい地球を！」

・平成 27年度こどもエコ・コンクール実施結果
・第５回ねりまエコスタイルフェア など

平成 27年度講座のくらしのエネルギー・スキ
ルアップ講座の様子、ねり☆エコHPより引用



26

葛飾区

名称 葛飾区地球温暖化対策地域協議会（平成 20年 12月 11日設立）
目的 区民、事業者及び区等の協働によって、区内における地球温暖化対策の進展を図ること

により、日常生活における温室効果ガスを削減し、もって地球温暖化の防止に寄与する。

活動内容 （１）葛飾区地球温暖化対策地域推進計画の推進及びその進捗状況の点検評価

（２）地球温暖化対策のモデルとなる取組の企画及びその進行管理

（３）区内の地球温暖化対策取組状況の把握

（４）地球温暖化対策に関する情報交換

（５）地球温暖化対策に関する普及啓発

（６）その他地球温暖化対策の推進に関し必要な事項

構成員 ・各種団体（自治会、産業、消費者、緑化、学校教育等）

・企業（電気・ガス事業者、大型商業施設、工場等事業所、コンビニ、不動産、郵便等）

・区民

その他 ■活動内容を区のホームページで以下の内容を情報発信

（１）各事業者の主な取組み

（２）環境学習プログラムの紹介

（３）活動報告（年次）

【平成 27年の活動内容】
 ・緑のカーテン講習会（亀有信用金庫飯塚支店、環境経営事業者連絡会代表）

 ・エコクッキング教室【全 4回】（東京ガス（株））
 ・夏休み子ども環境学習講座 ガス管で万華鏡づくり （東京ガス（株））

 ・打ち水作戦 in葛飾郵便局 2015（葛飾郵便局）
 ・夏休み子ども環境学習講座 （株）タカラトミー会社見学 （区内に本社立地）

 ・かつしか環境・省エネフェア 2015 ～出発進行！エコライフ～
 ・葛飾打ち水大作戦 in立石フェスタ
 ・環境・緑化フェア 2015開催



参考資料2 

区民・事業者意識調査の回収状況

1. 目的

区民及び区内事業者の地球温暖化に対する意識や取組状況を把握し、今後

の対策推進へ反映することを目的とし、アンケート調査を実施する。 

2. 概要

①区民 

抽出方法 
区内に住む20歳以上の方から無作為抽出 

※1世帯に複数の調査票は配布しない 

サンプル数 1,000人 

調査期間 平成 29年８月9日（水）～8月３１日（木） 

調査方法 郵送配布・郵送回収 

回収数（回収率）  186人（18.6％）（※ 8月 18日時点） 

②事業者 

抽出方法 公務を除く従業員数5人以上の事業所から無作為抽出 

サンプル数 1,800事業所 

調査期間 平成 29年８月9日（水）～8月３１日（木） 

調査方法 郵送配布・郵送回収 

回収数（回収率）  236事業所（13.1％）（※ 8月 18日時点） 


